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◎ 都道府県農業会議職員農政・農地専門地区別研修会が開催されました

10月24日～25日に滋賀県守山市「ライズヴィル都賀山」において全国農業会議所主

催による中日本ブロック農業会議職員農政・農地専門地区別研修会が開催されまし

た。

稲垣全国農業会議所制度対策室長が、農林水産関係を巡る情勢は震災対応、再生エ

ネルギー、ＴＰＰ問題など盛りだくさんである。一方、農業委員会系統組織について

は、改正農地法の施行を受けた農地制度、農業委員会制度の見直しに向けての検証作

業が本年度下半期から始まる予定である。そのような状況の中 「人・農地プラン 、、 」

「遊休農地の解消」等の推進をお願いしたいと挨拶がありました。

研修・協議事項として、第1点目は、耕作放棄地全体調査要領の改正について、利

用状況調査、農林業センサス、耕地面積調査それぞれの整合性を図ることを狙いとし

た改正が行われることの説明がありました。

第2点目は、平成25年度農林・農委関係予算概算要求・税制改正要望について、第3

点目は 「人・農地プラン」推進に向けた「秋・冬の陣」などの取り組み内容が説明、

され、市町村における具体的な取り組み内容が発表されました。

第4点目は、新農地制度の検証・結論を平成25年度までの1年前倒しで実施すること

の説明がありました。

、 、 、第5点目は 消費税引き上げを巡る動きとＴＰＰをめぐる動きについて 第6点目は

①農業生産法人の要件確認等について、②太陽光パネル設置に係る転用許可要否と基

準の考え方について、③遊休農地対策及び不作付地の活用について、④農地基本台帳

の整備・活用について、⑤農業委員会活動整理カードの整備について、⑥解除条件付

き参入法人等の農地利用に関する調査結果についてそれぞれ説明がありました。
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◎ 常任会議員会議（１０月）の審議状況及び農地現地調査等について

10月16日の午前「愛知県白壁庁舎」において、農地法、土地区画整理法に係る愛知

県知事等からの諮問に対する答申を審議する常任会議員会議を開催しました。

10月の諮問は 農地法第4条に基づく転用事案31件(平成23年10月31件) 14,382㎡(同、 、

13,112㎡)及び同法5条に基づく転用事案279件(同271件)、212,483㎡(同180,961㎡)に

ついてそれぞれ審議し、いずれも原案どおりで差し支えない旨承認されました。

また、土地区画整理法第136条に基づく土地区画整理事業3件、施行面積963,813.03

㎡(関係農地面積375,152.31㎡)について審議し、諮問のとおり事業計画を進めること

は差し支えない旨答申することで承認されました。

午後からは、転用許可農地の現地調査を海部農林水産事務所の協力を得て実施し、

あま市及び津島市市内において平成23年度に5条転用許可され、平成24年5月末までに

完了した2件の案件について、転用農地に設置された住宅型有料老人ホームと精密機

械工場の利用状況の視察を行い施設概要などの説明と質疑応答を行いました。

◎ 農地制度実施円滑化事業による市町村巡回支援を実施しています

平成24年度第1回目の市町村農業委員会への巡回支援を、9月13日から各農業委員会

事務局を対象に実施しています。

10月の実施状況は、10月2日に岡崎市、西尾市、幸田町、豊田市、みよし市、10月

10日に新城市、設楽町、東栄町、豊根村、10月15日に南知多町、美浜町、武豊町、10

月22日に弥富市、蟹江町、飛島村、10月23日に春日井市、小牧市、10月26日に北名古

屋市、清須市、豊山町、10月29日に半田市、常滑市、阿久比町、東浦町、10月31日に

津島市、愛西市、あま市、大治町を対象に巡回支援を実施しました。

支援の内容は、利用状況調査の実施と課題、農地基本台帳の補足調査等の実施と課

題、人・農地プランへの農業委員会の参画状況、農業者等との意見交換会の開催状況

等の聞き取り調査と各農業委員会の担当者が行っている実務上の課題、問題点等の解

決方法等を話し合っています。

特に、利用状況調査の実施後の意向確認の実施、改正農地法施行後の農地基本台帳

の整備についての留意点、人・農地プラン推進に向けた農業委員会「秋・冬の陣」の

取り組みなどについて情報を提供するとともに、活発な意見交換を行っています。

今後、11月下旬までに未実施市町村と農業会議と日程調整を行い、県内全ての農業

委員会を対象に巡回支援を実施する予定をしていますので、ご協力をお願いします。
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◎ 愛知県市部農業委員会長会秋季定例総会が開催されました

10月24日に一宮市内の「一宮地場産業ファッションデザインセンター」において、

平成24年度市部農業委員会長会秋季定例総会が、谷一夫一宮市長、日比野一宮市議会

議長、来賓として愛知県農林水産部宮田農業振興課長の出席のもと開催されました。

総会では、平成25年度収支予算書(案)の議題が提出され、事務局の説明後に原案ど

おり承認されました。引き続き「農地改良後の農地の管理と指導について 「太陽」、

光発電の設置に係る農地転用の取り扱いについて 「女性委員の登用について」の」、

意見交換が行われ、春日井市始め6市の推進施策の取り組み状況の発表が行われまし

た。

また、情報提供として、愛知県農林水産部農業経営課主査田中智香氏から「家族経

営協定について」と題して、締結推進方法、女性の役割、家族協定と農産物販売金額

の状況等現場の取り組み経験をまじえた説明がありました。

午後から、一宮市、稲沢市及びＪＡ愛知西が連携して実施する「はつらつ農業塾」

、 、 。の取り組み内容 運営の課題等について 山田裕夫塾講師による講演が行われました

◎ 中日本ブロック農業委員会職員現地研究会が開催されました

10月18日～19日の2日間に静岡県浜松市内の「グランドホテル浜松」において、

全国農業会議所、全国農業委員会職員協議会及び静岡県農業委員会職員協議会共催に

より平成24年度中日本ブロック農業委員会職員現地研究会が開催されました。

研修会では、全国農業委員会職員協議会の杉元央副会長(豊橋市農業委員会事務局

長・愛知県農業委員会事務研究会会長)が 「地域の農地と担い手を守り活かす運動」、

の2年目を迎え、遊休農地の解消、人・農地プランの推進、新規就農者の確保と農地

の有効活用など、目に見える成果が農業委員会に求められている。そのためにも、農

業委員会の活動の見える化を進めることで、農業委員会活動への理解の促進を図る必

要があると挨拶で述べられました。

続いて、来賓挨拶があり、鶴見和良関東農政局経営・事業支援部長が、農業の競争

力強化や体質強化を目指し、食と農林漁業の再生推進本部で決定された基本方針・

、 。 、基本計画が決定され 7つの戦略について5年で集中的に取り組んでいる こうした中

人・農地プランの作成、新規就農者の確保、農地の利用集積の推進について、平成25

年度に向けた継続的な取り組みができるよう、推進施策の強化、改善を図るべく取り

組んでいる。この中で、各種事業実施をする場合、人・農地プランへの取り組み状況

について、考慮する方向で検討しているので、農業委員会の皆様には、人・農地プラ

ンの作成に向けご協力、関与をよろしくお願いしたいと挨拶がありました。
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次に、吉林章仁静岡県経済産業部長が、富士山の世界文化遺産登録の取り組みや恵

まれた自然環境を活かした「食の都」運動の紹介、また、耕作放棄地解消にも、5年

間で2,000haの耕作放棄地解消を目指し積極的に取り組んだ結果、昨年までに1,300ha

の解消を図ることができたと、開催地を代表して挨拶がありました。

その後、砂田嘉彦全国農業会議所農地・組織対策部長から、戸別所得補償制度にか

かる不作付地の扱いについては、3年の期限で遊休地の指導対象となり、解消されな

い場合は戸別所得補償の対象から外れることや国が農地基本台帳について整備等や活

用に関するアンケート調査を行うとこと、農地利用を図りながら農地上(上空)にソー

ラパネルを設置する場合の取り扱いについて、農林水産省が基準を示すための検討を

進めていることなど情勢報告がありました。

引き続き 「農業委員会活動の『見える化』の推進にむけて」を基本テーマにパネ、

ルディスカッションが行われ、愛知県豊田市農業委員会から「耕作放棄地及び遊休農

地の有効活用について 、奈良県桜井市農業委員会から「耕作放棄地解消活動の取り」

組みついて」滋賀県太子町農業委員会から「遊休農地の解消活動と目に見える農業委

」 、 。員会活動について 発表があり 活発な質疑応答により1日目の研修を終了しました

2日目は、学校法人常葉学園西頭德三氏が「土地改良事業と日本経済～農地政策の

原点をみつめる～」と題して記念講演が行われました。

◎ 農業者年金巡回指導を実施しました

平成24年10月9日に安城市の「ＪＡあいち中央総合センター」において、ＪＡあい

ち中央とその管内の碧南市、刈谷市、安城市、知立市、高浜市の5市を対象に農業者

年金の巡回指導を行いました。

巡回指導は、農業者年金の加入推進を効果的に行うため、今年度は西三河地域を重

点市町村として指定し実施しているもので、8月30日に岡崎市、幸田町、西尾市とそ

の管内ＪＡを対象に行ったのに引き続き行われたものです。

、 、当日は 農業者年金基金の岩崎泰彦専門役を講師に農業者年金の運用状況等の説明

また、愛知県農業会議の麻生主任から愛知県における取組計画などの説明を行いまし

た。

引き続き意見交換を行い、農家の方への農業者年金制度のＰＲや旧制度と新制度の

相違など、新制度の仕組みをどのように浸透させていくのか、取組方法などが話し合

われました。その他、加入者と取り扱いを行っているＪＡや市町村農業委員会の業務

の効率化を図るための電子情報提供システムの運用方法について改善要望が出されま

した。
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◎ 「農の雇用事業（平成２４年度第４回募集 」の事業参加者を募集しています）

農業分野での雇用を創出し、新規就農者の確保・育成を図るため、農業法人等が

就農希望者を正規社員として雇用し、農業技術等を習得させるための実践的な研修

(ＯＪＴ)を実施する場合、経費を助成する「農の雇用事業」を実施しています。

この度、平成25年2月からの研修助成を対象として事業参加者を募集していますの

で、農業法人等への周知につきご協力いただきますよう、よろしくお願いします。

＜ 助 成 額 ＞ 年間最大１２０万円、最長２年間

＜ 募集期間 ＞ 第４回募集（平成25年2月1日研修助成開始分）

平成24年11月1日(木) ～ 平成24年12月14日(金)

※詳細については、下記ホームページをご覧ください。

→ http://www.nca.or.jp/Be-farmer/nounokoyou/original/

◎ 農地集積関係事務担当者会議が開催されました

10月12日に「愛知県三の丸庁舎」会議室において愛知県主催の農地集積関係事務担

当者会議が行われました。

県農業振興課石川主幹が、人・農地プランの作成に向けて積極的に進めている。平

、 、成25年度以降の予算においては 人・農地プラン作成が様々な事業の要件となること

また、国において特例公債法案が成立していないため、政府では9月以降の一般会計

予算の執行抑制を行っていると挨拶がありました。

引き続き、国の一般会計予算の9月以降の執行についての基本的な考え方の説明が

あり、特例公債が財源となる全ての経費の執行抑制を図るとするが、①国から国民へ

の直接支払い経費(中山間直接支払い、戸別所得補償など)、②災害対策に係る経費な

どは対象外となること、地方公共団体向け支出は地方交付税のうち、裁量的補助金に

ついては原則的に新たな交付決定は行わないものとし、交付決定が済んでいるもので

あっても、その補助事業の内容を改めて精査し、可能な限り執行を留保するように努

めるものとすると説明がありました。農業委員会系統組織の執行抑制対象事業として

は、農地制度実施円滑化事業費補助金、農業委員会交付金、農業会議会議員手当等負

担金などが対象となることの説明がありました。

第2点目は、平成24年度戸別所得補償経営安定推進事業(農地集積協力金)の執行に

ついて、農地集積協力金においてブロックローテーションの実施に伴い、白紙委任し

た日の1年前の時点から所有権に基づき自ら継続して耕作できなかった場合における

自作地要件の取扱いについては、現在、農林水産省において検討中であると説明があ

りました。
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第3点目は、平成25年度国概算要求について、人・農地プランの作成について地域

における推進体制の強化を図るため、新たに地域農業支援組織連携強化活動(15億円)

が概算要求され、①プラン作成に向けて関係組織の具体的な連携、分担の明確化、

②各地域の合意形成、実行を的確に進めるため必要な補充人員の確保、③農地情報を

地図システムに集約していく方法の決定、④連携を効率的、効果的に行うためのワン

フロアー化の推進等の事業内容の説明がありました。

この他にも経営体育成支援事業、強い農業づくり交付金について、プラン作成の

メリット措置としての位置づけとなることや農地集積協力金では、樹園地、野菜畑等

の円滑な経営継承を対象に追加する予定であることなどが説明されました。

第4点目は、今後の「人・農地プラン」の対応について説明があり、平成24年9月末

までに14市町で「人・農地プラン」が作成済となっている。今後、県としてプランの

内容について課題があれば、更新に向けて市町村への指導、助言を行っていく。

農業委員会系統組織においては 「人・農地プラン」推進「秋・冬の陣」の取り組、

みがされていることなど説明がありました。

第5点目は、農業経営基盤強化資金の金利負担軽減措置に係る融資枠等について、

日本政策金融公庫東海支店上田農業食品第２課長より説明があり、平成24年度は全国

で294億円の無利子枠がありましたが、9月末をもって枠が一杯となり、今後の借り入

れ相談は、有利子の取扱いとなることなど説明があり担当者会議が終了しました。

◎ 今後の主な行事予定

１１月５～６日 ブロック別農業者年金担当者及び総合指導員会議（岐阜市）

１１月 ５日 愛知県農業委員会事務研究会監査（岡崎市・稲沢市）

１１月６～７日 中日本出版ブロック会議（滋賀県）

１１月１５日 常任会議員会議（白壁庁舎）

１１月１６日 愛知県農業委員会事務研究会理事監事会・総会・研修会（水産会館）

１２月３～４日 第22回東海・近畿・福井ブロック稲作経営者研究大会（福井県）

１２月 ５日 平成24年度農業者年金加入推進セミナー（東京都）

１２月 ６日 平成24年度全国農業委員会会長代表者集会（東京都）


